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前置き

PEFC 評議会（the Programme for the Endorsement of Forest Certification Schemes）は、森林認証およ

び林産品のラベル制度を通じて持続可能な森林管理を普及する国際組織である。PEFC の認証主張やラベル

が貼付された商品は、消費者や最終ユーザーに、原材料が持続可能に管理された森林、リサイクル、および

問題のない出処からのものであることに関する信頼を届ける。

PEFC 評議会は、各国の森林認証制度に対し、PEFC 要求事項への適合と定期的な再評価を要求し、これに

承認を与える。
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序文

このガイド文書は、「PEFC ST 2002:2013、林産品の COC－要求事項」に関する説明、明瞭化および解釈

を提供する。このガイド文書では、PEFC ST 2002:2013 の文章を反福することをせず、必要に応じて説明、

明確化および解釈を加えるものである。このガイド文書において引用される PEFC ST 2002:2013 の特定の

章、項および節は太字で印字される。

この文書は３つの部で構成される。最初の部である第４章は、旧規格 PEFC ST 2002:2010 との比較で PEFC

ST 2002:2013 の重大な変更について解説する。次の部、第５章は PEFC ST 2002:2013 の要求事項に関する

ガイダンスを提供する。分かり易くするため、このガイド文書の第５章は、PEFC ST2002:2013 の構成およ

び順番に従う。最終部である付属書１はプロジェクト認証の実行のためのガイドである。

この文書は、旧 PEFC GD2001:2011 を基にしている。部分的には、このガイド文書から変更なく採用され

ている。その典型例は、COC の方式、認証率の計算例およびプロジェクト認証の部分である。

このガイド文書は、固定的なものではなく、PEFC の COC およびラベリング作業グループが作成し、PEFC

総会の承認を得た新しい解釈や要求事項に従って修正される。説明、明確化、および／または解釈を必要と

する問題は PEFC 事務局のテクニカル部あてに送られることがある。

このガイド文書の規定は情報提供であり、適合性評価の行為はすべて PEFC ST 2002:2013 に照らして実行

しなければならない。

COC の社会、保健、安全上の要求事項に関する第 9 項のガイダンスは、この「社会的要素ガイド」が詳細に

わたることに鑑み、別個の文書で解説する。
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１ 適用範囲

このガイド文書は、COC 規格の第 9 項「社会、保健および安全上の要求事項」を除き、PEFC-COC 規格の

要求事項の実行のための情報を提供する。

２ 規準的参考文書

PEFC ST 2002:2013「林産品の COC -要求事項」

PEFC ST 2001:2008「PEFC ロゴ使用規則」

３．用語と定義

このガイドの目的のため、PEFC ST 2002:2013 が規定する関連定義が適用される。
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４ 2013 年版規格の基本的な変更点

４．１ 構成上の変更

本規格の構成上の変更は、この規格の読解を容易くするためのものであり、要求事項の変更を意味するもの

ではない。

１．前規格の付属書２（DDS）を主文書に移動

新しい PEFC DDS がすべての認証書保有者に適用され、その DDS システムが組織の COC の不可欠な部

分となったことに従い、PEFC DDS の要求事項は付属書から本規格の主文書に移動された。（5 章）

２．前規格の付属書 4（社会的要求）を主文書に移動

社会、保健、安全上の要求事項は、付属書から本規格の主文書に移動された。（9 章）要求事項の内容には

変更なし。

３．入荷原材料の確認に関わる 4 章および主張つき製品の販売および情報伝達に関わる７章の分離

PEFC ST 2002:2010 においては、物理的分離方式およびパーセンテージ方式に関わるそれぞれの章が入荷

原材料の確認および認証製品の販売および情報の伝達に関連する要求事項として同じのものを含んでいた。

この重複は、入荷原材料の確認（４章）および認証主張付き製品の販売及び情報伝達（７章）との２つの

章を別個に設けることで除去された。さらに、COC の方式に関わる二つの章が一つに統合された。（６章）

図１は、内容的に関連する部分を対比させてこの構成上の変更を示す。

CoC 工程の要求事項 ― 物理的分離方式 11

4.1 物理的分離方式の一般的な要求事項 11

4.2 認証原材料・製品の由来の確認 11

4.2.1 入荷の段階における確認 11

4.2.2 供給者の段階における確認 12

4.3 認証原材料・製品の分別 12

4.4 販売および認証製品に関する情報の伝達 12

4.4.1 販売・譲渡製品に関わる文書 12

4.4.2 ロゴおよびラベルの使用 13

5. CoC 工程の要求事項― パーセンテージ方式 14

5.1 パーセンテージ方式に関する一般的な要求事項 14

5.1.1 パーセンテージ方式の適用 14

5.1.2 製品グループの決定 14

5.2 由来の確認

5.2.1 入荷の段階における確認 14

5.2.2 供給者の段階における確認 15

5.3 認証率の計算 15

5.4 算出された認証率の生産量への振替 16

5.4.1 平均パーセンテージ方式 16

5.4.2 ボリュームクレジット方式 16

5.5 販売と認証製品に関する情報の伝達 17

5.5.1 販売・譲渡された製品に関する文書 17

5.5.2 ロゴおよびラベルの使用 18

5.6 問題のある出処 19

4 原材料／製品の原材料カテゴリーの確認 13

4.1 入荷の段階における確認 13

4.2 供給者の段階における確認 13

5 デューディリジェンス・システム（DDS）に関する最低限の

要求事項 14

5.1 一般要求事項 14

5.2 情報の収集 14

5.3 リスク評価 15

5.4 根拠に基づくコメントまたは苦情 17

5.5 重大リスク供給品の管理 17

5.5.1 総論 17

5.5.2 供給連鎖の確認 18

5.5.3 現場検査 18

5.5.4 是正処置 19

5.6 市場への出荷の禁止 19

6 COC の方式 20

6.1 総論 20

6.2 物理的分離方式 20

6.2.1 物理的分離方式に関する一般要求事項 20

6.2.2 認証原材料／製品の分別 20

6.3 パーセンテージ方式 20

6.3.1 パーセンテージ方式の適用 20

6.3.2 製品グループの決定 20

6.3.3 認証率の計算 21

6.3.4 算出された認証率の生産品への振替 21

6.3.4.1 平均パーセンテージ方式 21

6.3.4.2 ボリュームクレジット方式 22

7 主張付き製品の販売および情報伝達 23

7.1 販売／譲渡された製品に関する文書 23

7.2 ロゴおよびラベルの使用 23
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４．２ 追加および／または修正された定義

一部の定義の追加または修正により、本規格の様々な側面が明瞭化された。

３．７ 紛争木材

この定義は、PEFC DDS の紛争木材（5.1.7 項）の排除に関する新しい要求事項との関連で追加された。

３．８ 管理材

この定義は、PEFC 管理材の主張との関連で追加された。

３．９ 問題のある出処

この定義は、違法伐採に関する欧州木材規制の定義への適合を目的に追加された。生物多様性の保全、第

三者の財産、保有、使用権に関する条例、国法、国際法への言及および伐採国の貿易関税法に関する言及

が含まれる。

３．１１ デューディリジェンス・システム（DDS）

この定義は、デューディリジェンス・システムの意味を全体的に説明するために追加された。

３．１４ 森林プランテーション

この定義は、一次林の森林プランテーションへの転換に関する要求事項との関連で追加された。この規格

は一次林のプランテーションへの転換から派生する原材料の投入を禁じているので、この定義はプランテ

ーションと考えられるものが何であるかを特定する。この定義は、PEFC ST 1003:2010「持続可能な森林

管理―要求事項」から採用されたものである。

３．１６ 原材料のカテゴリー

この定義は、前規格の「由来／原材料の由来」の定義から修正された。「由来」の用語は異なる原材料カ

テゴリー（「認証」「中立」「その他」）と、原材料の地理的な由来（伐採国）との区別をより明瞭にす

るために除去された。現在「由来」の用語は、原材料の伐採国／地域／管理主体への言及においてのみ使

用される。

３．１９ その他の原材料

この定義には、林産原材料への言及をより明確にするために「林産」の用語が盛り込まれた。

３．２２ 一次林

この定義は、一次林の森林プランテーションへの転換に関する要求事項との関連で追加された。この規格

は、一次林の森林プランテーションへの転換から派生する原材料の投入を禁じているので、この定義は、

一次林とされるものが何であるかを特定する。この定義は、PEFC ST 1003:2010「持続可能な森林管理―

要求事項」から採用されたものである。

４．３ PEFC デューディリジェンス・システム（５章）

この 2011-2013 にわたる改正プロセスの主な目的は、この規格の DDS の部分の PEFC リスク評価手順を

さらに発展させることにあった。故に、この規格の主な変更は５章にある。

１．PEFC の DDS はすべての認証書の保有者と PEFC 認証主張つきの供給品に適用される

最新の PEFC の DDS は、認証書の保有者全員および PEFC 認証製品に適用される。この主な理由は、PEFC

が PEFC 認証品の供給チェーンにおける透明性を求めるからである。それ故、すべての林産品に関連する
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由来と樹種に関する情報へのアクセスは、供給チェーンのどの時点においても入手可能でなければならな

い。この動きは、デューディリジェンスを求める法律の世界的な潮流（欧州木材規制、米国レガシー法、

豪州違法伐採禁止法）によりますます強まっている。

２．自己宣言書の廃止

供給者の署名入り文書による自己宣言書は要求されなくなった。それに代わり、組織は上記の情報への

アクセスと現場検査を許容する旨を供給者との間に合意しなければならない。この目的のためには、自己

宣言書は依然有用であるが、例えば、契約書などそれ以外の方法も可能である。

３．新しいリスク評価の方法

リスク評価の方法は、欧州木材規制の「極小リスク」との整合性を図るため「高リスク」を確認する方法

から、「極小リスク」を確認する方法に変更された。この方法の違いは図２に図示される。

図２：2010 年版と 2013 年版のリスク決定方法の比較図

PEFC ST 2002:2010 のリスク決定方法 PEFC ST 2002:2013 のリスク決定方法

（縦軸：供給チェーンレベルの見込みの度合い、横軸：由来レベルの見込みの度合い、緑：極小リスク、赤：重大リスク）

リスク評価の上記以外の変更には下記がある。

・「極小リスク」の新しい指標（表１）：これらの指標は以前においては供給チェーンのレベルにおけ

るリスク水準の指標であった。

・由来の段階における「高い見込みの度合い」の追加指標（表２）：武力紛争の横行およびリスク評価

上の問題がある出処行為に関連がある樹種を考慮して二つの指標が追加された。

・供給チェーンの段階における「高い見込みの度合い」の新しい指標（表３）：供給チェーンの段階に

おける問題がある出処の見込みの度合いを決めるために導入された一連の新しい指標である。主とし

て供給チェーン上の透明性の欠如に焦点を充てており、確実性が低い程リスクは高くなる。

・地理的区域法によるリスク評価（5.3.8）：組織は、特定の地理的区域に関するリスク評価を一つの供

給者についてではなく、区域についてリスク評価を実行することができる。これは、同じ区域の同じ

樹種（それ以外の要素もすべて同じであること）を多数の異なる供給者から調達する組織による利用

を目指したものである。これにより、組織が、同じ結果となる多数の類似のリスク評価を実行しなけ

ればならにないと言うマネジメント上不要な負担を軽減するためである。
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４．根拠に基づくコメントまたは苦情

この要求事項（5.4）は、PEFC ST 2002:2010(付属書 2 表 1)の由来レベルのリスクに関する指標として表

記されていたものであるが、より明瞭にするために別個の要求事項に変更された。万一、貴社が出処に問

題がある原材料に関する根拠に基づいた懸念を有する場合（そうせざるを得ない場合）は、該当の原材料

を極小リスクであると見做すことはできない。この場合、その懸念が払拭されない時は、その懸念を調査

し、関連リスクの再評価をしなければならない。これは、PEFC 認証主張が付いた原材料の供給品にも当て

はまる。

５．リスクの軽減

重要な変更は、5.5.3.3においてPEFC ST 2003:2012 PEFC国際CoC規格に照らした認証業務を実行する認

証機関に関する要求事項第5.2.6項に言及していることである。この言及により、供給者の現場検査に携わ

る第三者の技量が特定される。

４．４ 新しい主張「PEFC 管理材」の追加（付属書１）

新しい「PEFC 管理材」の主張は、組織の COC からの生産品に対し、PEFC の DDS が実行されたことを

示すために使用することが出来る。この主張は、組織の COC による生産品で PEFC 認証主張ができないも

のに使用するものである。

組織は、「PEFC 管理材」主張をする製品の販売を目的に PEFC-COC 認証書を使用することができる。こ

の場合、組織の COC からの生産品の 100％が「PEFC 管理材」として販売される。このオプションは、PEFC

認証の供給品を入手できない組織が、（例えば欧州連合木材規制が求めるように）DDS を実行したことを

示したい場合に適している。この他にも、現在 PEFC 認証林が存在しないとか、PEFC の承認を受けた地

元の認証制度が存在しない国などでも応用が可能である。

下記の図３と図４は、PEFC の DDS と「PEFC 管理材」の供給品と主張の使用のオプションがどの様に組

織の COC システムに当てはまるかを示す。
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図３：物理的分離方式の場合の PEFC DDS 及び PEFC 管理材主張

物理的分離方式（図３）

もし認証書の適用範囲が PEFC 認証製品の購買および販売に限られる場合は（縦の点線の左）、DDS は供

給品の樹種および由来に関する情報の入手（入手手段）に限られる。PEFC 認証製品は「極小リスク」と

見做されるのでリスク評価は必要がない。これに関しては 5.3.1 を参照。これに条件がつくとすると、「根

拠に基づくコメントや苦情」がないことである。もしそのような苦情があるとしても、図３の点線の矢で

示される様にリスク評価が無事に終了すれば、そのまま認証製品と見做される。

COC に非認証品も含まれる場合は、リスク評価が必要となる。これは図の点線の右側に示される。「PEFC

管理材」の主張が付いた供給品は「極小リスク」なので（根拠に基づく懸念がない事）、リスク評価は免

除される。PEFC の主張がないその他の原材料については、リスク評価の実行が求められる。

その原材料について「極小リスク」とすることができることが決定した場合、COC において「PEFC 管理

材」である「その他の原材料」のカテゴリーの原材料として扱い、販売時には「PEFC 管理材」の主張を

することができる。
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図４：パーセンテージ方式の場合の PEFC DDS 及び「PEFC 管理材」主張

パーセンテージ方式（図４）

「PEFC 認証」および「PEFC 管理材」の主張は「極小リスク」なので、リスク評価を実行する必要はない。

この場合、DDS は供給品の樹種および由来に関する情報（またはその入手法）を得るだけに限られる。こ

の免除に関しては 5.3.1 も参照のこと。ここに一つだけ当てはまる条件は、「根拠に基づくコメントまたは

苦情」がないことである。もしその様な苦情がある場合は、図４の点線の矢印で示す様に、リスク評価で

問題がなければ「認証品」と見做すことができる。

PEFC 主張なしで受け取ったその他の原材料については、リスク評価を実行する必要がある。「極小リスク」

である場合、それらの供給品は、COC において「PEFC 管理材」の「その他の原材料」として扱い、販売

時には「PEFC 管理材」の主張をすることができる。これらは、認証原材料と混合されて「Ｘ％PEFC 認

証製品」とするか、「PEFC 管理材」の主張をつけて販売することができる。「PEFC 管理材」の主張で

納品された供給品は「その他の原材料」となるので、PEFC 認証品として販売したり、認証率に加算する

ことはできない。

販売時点における「PEFC 管理材」主張の使用は、適用された COC 方式によって可能である。平均パーセ

ンテージ方式の場合であれば、製品グループの生産物はすべて一つの認証率で主張され、通常そこには

「PEFC 管理材」の主張はされない。（組織は選択肢の一つとして「PEFC 認証」の主張を使用せずに「PEFC

管理材」の主張をすることも可能である。例えば、認証率が低い場合など。）ボリュームクレジット方式

は、生産品の一部のみが認証材として販売される。この場合、それ以外の生産品は認証品として販売する

ことができないが、「PEFC 管理材」の主張を付して販売することを選択できる。
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４．５ 欧州木材規制および他の国際法規と PEFC の COC および DDS との関係

PEFC の COC は、特に違法伐採による木材の貿易を防止する目的で世界的な潮流となっている法律を順守

するために改正された。この改正の中心点は欧州木材規制ではあるが、この規格では米国のレイシー法、

オーストラリア違法伐採禁止法など他の法律も考慮している。

これらの法律に共通するテーマは、木材製品の調達源を確認する際に実行する「デューディリジェンス（リ

スク評価）」または「然るべき注意」を通して組織の行動規範を変更することにある。

それ故、改正された COC では、透明性および情報の入手可能性を PEFC の DDS の中核的な要素とする。

COC における供給品の由来や樹種の情報は PEFC の供給チェーン上のどの時点、また何時の時点において

も入手可能でなければならない。これは、欧州木材規制の要求を超えるものである。

4.5.1 信頼ある認証

欧州木材規制のガイド文書には、企業が PEFC などの第三者認証の信頼性を評価するために使用可能な下

記の４つの質問を盛り込んでいるが、PEFC はこれらの基準をすべて満たしている。

１．欧州委員会施行規則第 4 条の要求事項（607/2012 号）は満たしますか？

PEFC は第三者認証制度に関する欧州木材規制の要求事項を満たします。

 PEFC の要求事項システムは一般公開され、関連する法律の要求事項をすべて満たすことを要求し

ています。

 PEFC は、関連する法律の遵守を含む認証の要求事項を検証するために認証機関に対し現場視察を

含む年次検査を実行することを求めています。

 PEFC の COC 認証は、認証機関による検証を受けており、供給チェーン全体を通じて木材や林産

品をトレースします。すべての木材は、関連法する法律を順守し、持続可能に管理された PEFC

認証森林、または関連する法律を順守しかつ出処に問題がないと見做される森林管理行為に由来し

ていなければなりません。

 COC の不可欠な要素である DDS は、供給チェーンに投入される木材が（違法伐採を含む）問題

がある出処からのものであるリスクが最小化されていることを確実にするための管理統制を提供

します。

２．この認証またはその他の第三者検証制度は国際規格または欧州規格（例：関連する ISO ガイド、ISEAL

コードなど）に適合していますか？

PEFC 認証は、関連する ISO ガイドに適合します。中でも、PEFC は、認証機関、審査員、認証プロ

セスおよび認定がそれぞれ関連する ISO 規格やガイドに適合することを求めています。さらに、PEFC

は ISO や国際認定フォーラム（IAF）および認定のための欧州協力と正式に提携しています。

３．木材や林産品の輸出元である特定の国における第三者検証制度に欠陥や問題がある可能性があるとし

て、根拠に基づく報告などがありますか？

2013 年度版の PEFC-COC 規格は、DDS の一部として根拠に基づくコメントや苦情の受理の可能性に

ついて考慮しています。また、この質問には該当の木材や林産品の輸出元国、特に伐採国との関連で
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解答する必要があります。さらに、手引きが必要な場合は、各国の PEFC 加盟メンバーや国際 PEFC

が必要な説明を提供します。

４．欧州委員会施行規則（607/2012 号）第 4 条（b 項）、（c 項）および（d 項）で言及されている検査

や点検をする第三者とは、認定を受けた独立機関ですか？

これと関連する ISO の要求事項に沿って、PEFC 認証は独立した各国の認定機関による認定を受けた

第三者認証機関による検証を受けています。認定機関は国際認定フォーラムの加盟メンバーである必

要があります。

５．PEFC ST2002:2013 使用に関する一般的なガイド

参照を容易にするため、第 5 章の採番は PEFC ST2002:2013 の章や項の採番と一致させている。

３ 定義

3.2 認証原材料

認証原材料の定義は、「COC 主張の対象となる原材料」とされる。PEFC 認証原材料の場合、これはこの

規格の付属書１で規定される「PEFCＸ％」とする主張の対象となる原材料である。PEFC 管理材も COC

主張の対象の原材料であるが、これは認証材とは見做されない。

3.4 林産品の COC

この規格では、COC の定義を認証原材料の含有量に関して正確かつ検証可能な情報を扱うプロセスである

とする。プロセスとは、入力（input）を出力（output）に変換する何らかの行為であると定義される。COC

においては、入力は認証原材料の含有に関する供給者の主張であり、出力は認証原材料の含有に関して組

織が顧客にする主張である。

図５ COC の概念

マネジメントシステム

認証原材料

（3.2） に関す

る認証主張

（3.5）

認証原材料

（3.2） に関

する認証主張

（3.5）

CoC のプロセス （3.4）

顧客 （3.10）供給者（3.27）
組織(3.18)
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3.5 主張／3.16 原材料のカテゴリー

一般的に,主張は製品の一定の側面に関する情報として定義される。CoC の場合、主張は原材料のカテゴリ

ーに関連するものである。原材料のカテゴリーは、その原材料がどこから来たかに関する地理的な場所と

してではなく、その原材料の認証に関わる特徴に関連するものである。故に、認証原材料の由来は PEFC

認証を受けた森林から、またはリサイクル源から、ということである。

CoC 規格は、PEFC 評議会の認証主張（例：PEFC 認証）または PEFC 加盟の各国認証制度独自の認証主

張など各種の認証主張の目的のために使用することができる。それぞれの主張は、原材料に関して論理的

にそれを認証と認めるための独自の定義を必要とする。それ故、CoC 規格の中心部分では、「認証、中立、

その他の原材料」などの一般的な用語を使用し、これらの用語の実際の内容に関しては各認証制度が定め

る主張に関する付属書において定められる。PEFC 主張に関する原材料カテゴリーの定義は付属書 1 で定

める。

図６：この規格の構成「規格の中心部分‐主張に関する付属書」

3.12 林産品

非木材林産品の例としては、コルク、茸、ハーブ（ハーブから作られる各種製品）、ゴム、シロップ、

竹、などがある。

3.19 その他原材料

林産品であるが、リサイクルされたものでなく、PEFC 認証を受けた供給者によって「PEFC 認証Ｘ％」

の主張もなされていないもの。これには、「PEFC 管理材」の主張がされたものや PEFC のロゴやラ

ベルが使用されているが PEFC 認証を受けた供給者による「PEFC 認証 X%」の主張がないものも含

まれる。

中立原材料 （3.17）

それぞれの主張のための原材料のカテゴリー

（3.5）を「認証」「中立」「その他」と定め、

それらの認証主張に関して「認証、中立、その

他原材料」の用語の内容を定める

例：認証原材料とは、PEFC 承認認証書の保有

者から供給された「PEFC 認証」の主張を伴う

原材料である（3.20）

PEFC 承認の認証書を有する供給者から「PEFC

管理材」として主張された原材料は、「その他

原材料」である。

付属書１：「PEFC 認証」主張規格の中心部分

＋

原材料のカテゴリー(3.16）

認証原材料 （3.2）

その他原材料 （3.19）
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3.20 PEFC 承認認証書

各国森林認証制度独自の COC 規格の認証品を有する供給者から原材料を受けた際は、その供給者が正

式な PEFC 認証主張を表示することが必要である。故に、組織が各国森林認証制度独自の COC から

の原材料を「認証原材料」として受けてよいかどうかに疑問がある場合、その答えは、該当原材料が

「PEFC 認証Ｘ％」の正式主張に裏付けされている場合のみ Yes である。（PEFC の承認を受けてい

ない森林認証制度の COC に認証品は PEFC 認証の主張をすることができない。）

組織 （3.18）／供給者 （3.27）／顧客 （3.10）／下請業者 （8.8）

「組織」の用語は、顧客に対して認証原材料の含有に関する主張をし、さらに関連する供給者と顧客を明

確に確認することが出来る主体である。また、「組織」の定義は、誰が PEFC の CoC を取得する必要があ

るか、に関する指針を与える。PEFC の CoC は、顧客に対して PEFC の主張をするすべての主体が実行す

るものである。

「供給者」なる用語は、認証原材料の含有量に関する正式主張を付して原材料や製品を組織に直接供給す

る主体である。供給者は、該当原材料の納品書類に 4.1.2 の要求事項を満たす形で正式主張を伝える。

「顧客」と言う用語は、組織が認証原材料の含有量に関する主張をする相手の主体を意味する。組織は、

顧客に対し、7.1.3 の要求事項を満たす形で該当原材料の出荷書類に正式な主張を伝える。

図７：CoC のモデル 「供給者―組織―顧客」

上記のモデルで定義できる供給チェーンやビジネスモデルであれば、CoC の対象とすることが出来る。「供

給者」と「顧客」の定義は、供給された認証製品の物理的な納入または所有権に関わらず、それぞれ「誰

が主張を伝達するか」、そして「誰に対して主張がなされるか」に基づいて決められる。

ここで注意すべきことは、組織の COC のためには、関連原材料の供給者が必ずしも供給品の法律上の

所有者である必要はなく、COC が損なわれない限りにおいて物理的に該当供給品を納入する主体であ

ってもよいことである。

下請業者 （8.8）

組織（3.18）供供給者 （3.27） 顧客 （3.10）
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例えば（図８）、ある組織が PEFC の認証を受けていない紙の代理店から紙を調達するとする。その

代理店からの請求書には PEFC 主張をすることはできない。しかし、その紙は PEFC 認証を受けてい

る製紙工場から直接納入される。納品伝票には PEFC 主張があり、その製紙工場が供給者、そして組

織はその顧客として確認される。この場合は、組織は PEFC 認証を受けた製紙工場を”供給者“とし

て指定し、関連製品を PEFC 認証品として受け取ることが出来る。該当の納品書は 4.1.2 の要求事項

を満たさなければならない。

図８：COC の目的のための「供給者」の選択

「誰が PEFC の認証を受けていなければならないか？」の疑問は、もう一つの問題である。PEFC 認証企

業のみが販売時において PEFC 主張ができる。組織が PEFC 主張を付して製品を販売したいのであれば、

認証が必要である。

3.24 リサイクル原材料

表１：リサイクル原材料か否かの分類例

原材料の例 分類 注記

建設及び解体による瓦礫 リサイクル 商業、工業、公共施設などから発生する原材料

で、該当製品がそれ以上本来の目的に使用でき

ない場合

商用運送用の包装用品で例え

ば、パレット、木枠、ケース、

ケーブル、鼓胴など

リサイクル 商業、工業、公共施設などから発生する原材料

で、それ以上本来の目的に使用できないもの

パネルボードのメーカーが調達

する家具の切り落とし

リサイクル 廃棄物から転用されるもので、発生のもととな

った生産加工の工程に再投入されないもの

おが屑や木片など製材からの副

製品

リサイクルではな

い

消費前も消費後もリサイクルではない。

副製品は消費前リサイクル原材料の定義から明

確に除外されている

売れ残りの雑誌、新聞、その他 リサイクル エンドユーザーとしての立場の工業施設から発

請求書

PEFC 主張

納品書

PEFC 主張

製紙工場

‐‐PEFC 認証

‐‐物理的な供給者

組織

紙の代理店

‐‐PEFC 認証なし

‐‐商品の法律上の所有者

請求書

PEFC 主張なし
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の印刷物で流通から返却された

もの

生するもので、該当製品がそれ以上本来の目的

に使用できないもの

製造時の欠陥家具の再使用で、

パネルボードのメーカーによっ

て使用されるもの

リサイクル 工業施設で発生するもので、その工業施設が該

当欠陥家具の最終ユーザーであり、その製品は

それ以上当初の目的に使用できないもの

印刷業者の断ち落とし リサイクル 廃棄物から転用されるもので、該当原材料はそ

れが発生したのと同一の生産加工工程に再投入

されないもの

事務所や家庭からのくず紙の再

使用

リサイクル 家庭から発生したもの

EN643 に基づいて確認された

回収紙のグレード

リサイクル EN643に定められたグレードはリサイクル原材

料の定義に見合う

製紙またはパルプ工場で発生し

た損紙で、それが発生したのと

同一の加工工程に再投入される

もの

リサイクルではな

い

工場損紙は、「加工工程から生まれる原材料で、

それが発生したのと同一の工程に再使用される

もの」なので、リサイクル原材料の定義から除

外される

４ 原材料／製品の原材料カテゴリーの確認

4.1／4.2／付属書１：原材料カテゴリーの確認

組織は、原材料の入荷ごとに供給者が関連納品書に表記する情報と主張に基づいて原材料カテゴリーの（認

証原材料、中立原材料、その他の原材料）の確認と検証をしなければならない。

原材料カテゴリーの確認は２つの段階を踏んで実行される。すなわち、（1） 供給者の段階における確認、

（2） 入荷の段階における確認、である。

図９：由来の確認

すべての投入原材料を「認証、

中立、またはその他」原材料と

して分類

供供給者の段階の確認

（4.2）

「主張」付き原材料が納入可

能な供給者のリスト

供入荷の段階の確認

（（4.1.3）

行為 結果
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4.1.2 (f) PEFC 主張

書類に表記できる正式な認証主張は二つある。

１． PEFC 認証 X%

認証原材料に主張を付す時は、必ず認証率が特定されなければならない。同様に、認証原材料を受

け取るときは、供給者から認証率が特定された場合のみ引き受け可能である。

２．PEFC 管理材

この主張は常にパーセンテージの表示なしで使用される。

4.1.3 入荷の段階における確認

入荷書類によって受け取る情報（4.1.2）の検証に基づき、組織は、各々の原材料を「認証原材料」「中立

原材料」、「その他原材料」のいずれかとして分類する。

表２：パネルボード生産における原材料カテゴリー確認の例

1 2 3 4 5 6 7 8 9

入荷

番号

日付 商品の記述 PEFC

主張

量

調達 トン当り

計量

由来のカテゴリー（トン）

認証 中立 その他

537390 03/06/2009 原木 PEFC

管理材

31300 kg 31.3 0 0 31.3

537391 03/06/2009 カンナくず 0% 8160 kg 8.16 0 0 8.16

537392 03/06/2009 再生梱包木

材チップ

リサイ

クル

17840 kg 17.84 17.84 0 0

続き

538399 16/06/2009 おが屑 75% 83 m
3

28.38 21.29 0 7.09

続き

538705 18/6/2009 原木 100% 28140 kg 28.14 28.14 0 0

538706 18/6/2009 再生パレッ

トのチップ

リサイ

クル

14360 kg 14.36 14.36 0 0

続き

合計 43624 26984 0 16640

注意書：

表 2 の原材料カテゴリー確認の例：
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－ この表は該当期間中に調達された原材料を例示するのみなので、「合計」欄の数字は、6、7、8、9 列の数字と一

致しない。

－[列１]：「入荷番号」の欄は、「入荷書類」の確認が出来るようにするべきである。（4.1.2 項）

－[列４]：この欄は、供給者による PEFC 主張（PEFC 認証原材料の含有率、PEFC 管理材）、または「リサイクル」

であることの表示を含む。PEFC 主張がなされる原材料は付属書 1 の要求事項を満たさなければならない。

－[列５]：入荷書類によって確認された計量単位による原材料の量

－[列６]：6.3.3.2 項による単一の計量単位（ドライトン）による認証率の計算を可能にするため、入荷番号「538399」

の入荷について組織は社内の換算率を使用して調達原材料の量を立米からトンに変換した。

－[列 7、8、9]：調達された原材料は、「認証」、「中立」、「その他」の原材料として分類しなければならない。（4.1.3）

これらの原材料分類基準は、付属書 1 にある。調達された製品の一部分のみが PEFC 認証原材料である場合（（納

品番号の 538399）、含有率に相当する量のみが「認証」（7.75x28.38=21.29）として分類される。その他の 7.09

は「その他」として分類しなければならない。

4.2. 供給者の段階における確認

組織は、認証原材料の供給者ごとに、その供給者が、付属書１が「PEFC 認証」および／または「PEFC 管

理材」のそれぞれに関して定める主張つき原材料の供給者基準を満たしているかどうかを検証しなければ

ならない。検証は供給者の森林管理認証書または CoC 認証書に基づいて行なうもので、供給者はそれらの

ハードコピーを組織に提供するか、または例えば自社のウェブサイトなどの特定の引用を通じて、組織が

コピーを入手できる手段を提供する。

すべての情報は、また、PEFC 評議会の PEFC 承認認証書のデータベース（www.pefc.org）によって検証

可能である。しかし、データベースによる供給者の資格の有無の検証は、組織が供給者の認証書のコピー

を入手する責務に代替することはできない。

「認証状態を確認するその他の文書」（4.1.2g、4.2.1、7.1.3g）という用語は、主体が地域またはグループ

森林管理認証、または、マルチサイトの CoC 認証の場合の PEFC 承認証書の対象範囲に含まれることを証

明する文書のことを言う。
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図 10：供給者の段階における確認：付属書１の要求事項

4.2.1/5.2.1 項：入荷の段階における由来の確認

５ 最低限の DDS（デュー・ディリジェンス・システム）の要求事項

PEFC の DDS は、規格本文の中に組み込まれており、PEFC の COC の利用者すべてに適用される。また、

認証原材料は DDS が実行されることが前提である。しかし、PEFC 主張付きの投入原材料についてはリス

ク評価が免除されるので、概して PEFC 主張付き原材料（PEFC 認証材及び PEFC 管理材）に関する DDS

は情報の収集に限定される。

これは、供給チェーンにますます求められる透明性の増加に応えるものである。欧州木材規制（EUTR）、

米国レイシー法およびオーストラリア違法伐採禁止法などの法令により、組織が木材ベースの原材料を調

達する際に「デューディリジェンス（リスク評価）」または「然るべき注意」を実行することが求められ

ている。鍵となる要素は、何より該当の樹種や由来情報の入手可能性である。PEFC の DDS は、PEFC 認

証材の供給チェーンのどの時点においてもこの情報の入手を可能とするメカニズムである。

PEFC の DDS は、出処に問題がある原材料が PEFC の COC に投入され、最終的には PEFC 主張がされた

り、PEFC のロゴが付された製品に投入されたりすることを回避するためのメカニズムである。であるから、

PEFC 承認認証書 （3.20）

－該当の認証書はこの規格または PEFC の承認を

受けた CoC 規格に照らして発行され、有効期間

内であること（PEFC の承認を受けた CoC 規格

のリストは www.prfc.org を参照）

－該当の認証書は PEFC 公示認証機関によって発

行されていること（PEFC 公示認証機関のリス

トは www.pefc.org を参照）

－該当の認証書は認定機関のマークやシンボルを

表示していること

PEFC 承認認証書 （3.20）

－該当の認証書は PEFC の承認を受けた森林認証制度

（PEFC の承認を受けた森林認証制度については

www.prfc.org を参照）の適用範囲で発行され、有効

期間内であること

－該当の認証書は PEFC 公示認証機関によって発行さ

れていること（PEFC 公示認証機関のリストは

www.pefc.org を参照）

－該当の認証書は認定機関のマークやシンボルを表示

していること

供グループ／地域森林管理認証への

加盟を確認する文書（付属書 1）

供給者の認証書

認証書の内容

供 PEFC CoC 認証書

（（3.20／付属書 1）

供森林管理認証書（3.20／付属書 1）
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PEFC の DDS は PEFC の信頼を守り、透明性を実現するために不可欠である。PEFC の COC は、「持続

可能に管理された森林、リサイクルおよび管理材」に由来することの約束を提供する。投入原材料から見

れば、「既知の由来および組成によるものであり、かつ、問題がある出処からのものを回避したものであ

る」と言う事になる。欧州木材規制の様に、PEFC の DDS は出処に問題がある原材料が COC に投入され

るリスクの最小化の原則を活用したものである。この原則は、下記の 3 つのステップを踏んで有効となる。

１．情報の収集（5.2）

２．リスク評価（5.3.）

３．リスクの軽減（5.5 と 5.6）

最後に、5.4 は根拠に基づくコメントや苦情を扱っている。これは、2 番目（リスク評価）と 3 番目（リス

クの軽減）の中間に置かれているが、これはこの間合いにとられるべき措置であると考えるべきではない。

組織は、根拠に基づく懸念についてはいつの時点においてもこれを認識し、必要な行動を取らなければな

らない。

5.1 一般的な要求事項

PEFC の DDS は,PEFC の COC に投入されるすべての原材料について実行しなければならない。この適用

範囲にないものは PEFC の DDS の対象とはならない。生産の特定部分についてのみ COC を実施する組織

は、このプロセスに投入される原材料についてのみ PEFC の DDS を実行するのが良い。通常、対象範囲は、

PEFC 認証製品の生産に限定される。

しかしながら、PEFC 管理材の主張については、組織は PEFC の DDS を実行した非認証品に対して主張を

することができる。それ故、組織は、対象範囲を PEFC 認証製品の生産以外にまで拡大できる。

図 3 と図 4 を参照のこと。

5.1.2

実務上、DDS の基礎的な要素としてのリスク評価は二つの部分からなる。

１．5.3 項で明白に解説されるリスク評価

２．5.4 項で解説される根拠に基づくコメントおよび懸念の有無に関する検証

この規格には、DDS の全般的な免除およびリスク評価の免除も含まれる。もし「リスク評価の免除」の用

語が使用された場合は、これは上記のリスク評価の最初の部分について述べたものである。その様な原材

料（例：PEFC 認証））も、リスク評価の第二番目の部分については免除されない。（根拠に基づくコメン

トおよび懸念の有無）

DDS を免除される原材料（例：リサイクル原材料）については、リスク評価の両部分とも免除される。
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リサイクルに由来する原材料（3.24 項参照）は、PEFC の DDS の要求事項から免除される。これは、リサ

イクルの奨励措置であり、組織に対する過分な負担を避けるための措置であり、再使用された原材料の由

来や樹種を引き出すのは事実上不可能であるからである。

PEFC 主張（PEFC 認証 x％および PEFC 管理材）が付された原材料であっても、PEFC の DDS は免除さ

れない。例えば、情報の収集の要求は PEFC 認証品であっても順守される必要がある。PEFC の主張が付

された原材料についてはリスク評価の第一部については免除される。

5.1.5

CITES 関連の原材料は PEFC の DDS は免除される。これは、PEFC（欧州木材規制も）CITES 原材料は可

能性の上で問題がある出処からではないと考えるからである。

CITE の付属書 1,2.3 に列挙されている樹種を含む原材料には、該当する輸出許可証および／またはライセ

ンスを添えなければならない。さらなら詳細は、CITES のウェブサイト www.cites.org を参照すること。

CITES の付属書に列挙されるすべての樹種を含む調査データベースは www.speciesplus.net/で入手可能で

ある。

5.1.6

国連制裁に関する詳細は、http//www.un.org/sc/committees/を参照のこと。欧州連合の制裁については

http//eeas.europa.eu/cfsp/sanctions/index_en.htm を参照のこと。（現在実効中の木材関係の制裁はない）

注意書：組織に関連性のない制裁とは、例えば、その組織自身の国以外の国の政府制裁である。例：デンマーク製の木

材をスェーデン政府が制裁した場合、これはドイツの組織には影響しない。

5.1.7

世界中の武力紛争の横行についての情報は、http://acd.iiss.org/ 国際戦略調査研究所（International Institute

of Strategic Studies）の武力紛争データベース（the Armed Conflict Database）を参照のこと。

5.2 情報の収集

PEFC-DDS の最初のステップは情報の収集である。この目的は、これに続くリスク評価に使用する供給品

の由来と樹種の情報を受け取ることにある。この情報なしには、由来のレベルにおけるリスクを評価する

ことができない。（5.3 項リスク評価を参照）

この規格は、組織が下記情報の入手手段を有していることを求めている。これは、「情報の入手手段を有

していること」が最低限求められていることを意味する。不要な時でも常にその情報を実際に有している

ことを求めていない。必要な時に、少なくてもその情報を供給者から得るための手順を有しているべきと

いうことである。その手順は、供給者との間で協調、確認をされなければならず、その協調と確認は文書

化しなければならない。

この要求事項によって組織はやるべきことが 2 つができる。
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 第一に、PEFC の COC に投入される原材料の購買者として、供給者との間に情報入手手段の手配

をしなければならない。

 第二に、PEFC 認証を受けた顧客に対する原材料の供給者として、その顧客から情報（入手手段）

の提供を求められる。

 さらに、組織は自社の供給者がさらにその供給者から該当する情報を入手するための同様の合意

を得ていることを想定しておかなければならない。

情報入手手段の手配

この規格では、情報の入手手段をどう手配するかについての詳細は規定しない。供給者や組織は、それぞ

れに相応しい形で情報を得たり、伝達したりすることが可能であり、その入手手段の手配の仕方は自由で

ある。物理的な情報伝達以外の方法を盛り込んでもよい。例えば、外部のオンラインやウェブ情報源など

の引用などである。これによって、供給チェーン全体にわたって情報の入手手段の円滑な提供が可能とな

る。

図 11 は、一例を示す：樹種や由来情報が、例えば製品情報の帳票または外部のデータベースなどの形でメ

ーカーのウェブによって入手可能であるような方法で供給チェーンを形成することができる。供給チェー

ンの下流にある組織は、必要に応じて情報が入手できるこの中央情報ポイントに遡って参照するわけであ

る。

2014 版の PEFC 登録情報システムは、該当情報の提供ツールとして利用できる。

図 11：中央（オンライン）情報源の利用

図 11 によって例示される様に、紙のメーカーは中央ポイントで情報を提供し、供給チェーンの下流の企業

はここへのアクセスが出来るようにする。PEFC の登録情報システムはそうした中央データポイントとして

利用が可能である。
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